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次世代育成支援施策に関する責用について   



現状の主な次世代育成支援施策に関する費用負担と考え方  
（平成19年度予算ベース）  

【事業主1／3、県1／3、市1／3】  

ポートセンター事業等）   

一  



【育児休業給付】＋約22  
00億円～約4700億円   

【保育サービス】  

＋約7000億円～＋約1  

兆3700億円   

【病児保育】  

＋約700億円～約800  

億円   

【放課後児童クラブ】  

＋約900億円   

【一時預かり】  

＋約2600億円   

【妊婦健診】  

＋約800億円   

【地域子育て支援拠点】  

＋約800億円   

【放課後子ども教室】  

＋約100億円  

現行の児童■  

家族関係社会  

支出  

4ト3兆円  
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童※試算rl．5～2．4兆円）に  

：含まれていない検討課題  
：・社会的養護など特別な配慮を  
：必要とする子どもたちの支援  

撃 
向上（従事者  

：の処遇改善等含む）  

：・経済的支援（児童手当、利用  
王者負担軽減）等  
I  
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（うち児童手当1兆円  

資料：「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略による試算に新政権の子ども手当を加え、雇用均等・児童家庭局で仮に計算して作成。  
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次世代育成支援の給付・サービスの責用構成の試算  
＜現行の負担割合をそのまま維持したものと仮定して機械的に計算＞  
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「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」による試算  
（主要な子育て支援サービス・給付の拡充に必要な社会的コスト）  

追加所要額：1．5～2．4兆円  

【保育サービス】「  
／  

【育児休業給付】  

の＋約2？∞億円  
【一時預かり】  

＋約2600億円  
① 3歳未満の保育サービス利用率（20％）を、就   

すべての人を支援できるように（38％）  

②3歳未満の保育サービス利用率と利用者負嘩考；…  

デン並（利用率44％、利用者負担1割）に  
未就学児1人につき  

月20時間（保育サー  

ビス利用者は10時間  

の一時預かりを捷供  

① 第1子出産前後  

の女性の継続就業率  

（38％）が55％に  

（∋ さらに給付をス  

ウェー デン並（給与の  

80％相当）に  

【病児保育】 匝・②ともに上記  の保育サービスの拡充に併せ  

【放課後児童クラブ】＋約900億円  

小学校1～3年生の放課後児童クラブ利用率（19％）をこ 

就業を希望するすべての人を支援できるように（6t舶 

※ 試算ほ．5～2．4兆円‖こ含まれていない検討課題  

社会的養護など特別な配慮を必要とする子どもたちの支援  

施設整備コスト  

サービスの質の向上（従事者の処遇改善等含む）  

経済的支援（児童手当、利用者負担軽減）等  
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（額は平成19年度の児童人口を前提とした年額）4   



フランスの家族関係支出（2003）の日本の人口規模への換算  

・フランスの家族関係社会支出を機械的に日本の人口に当てはめて算出したもの。  

・（）内の円表示の金額は、為替レートの変動を受けることに留意が必要。   
※ 為替レートは、1ユーロ＝149円（平成19年1～6月の裁定外国為替相場）  

フランス（2003）  

家族関  支出の対象となる  1人当たり家族   

社会支  階級人口  、社会支出   
団   ②   ③＝①÷②   

家族手当  17，569百万ユーロ  20歳未満  9，242億円  
1，566万人  

（FamiJyAllowance）  （2兆6，178億円）   【25．4％】   （16．7万円）  
2，418万人  

【18．9％】   司《Hイ諾誌度l   

出産・育児休業  
5，382百万  3歳末；  

（Maternityand  328万  5，755億円   
ParentalLeave）  

（8，019イ   
【3．9％   【2．6％】   

保育・就学前教育  18，782百万 （2兆7 6歳未満  

（Daycare／home－  
，985   9．9万円）  

679万  1兆6，276億円   
helpservices）  7．6％】   【5．3％】   

6，131百万ユーロ  20歳未満  

その他  2，418万人  （9，135億円）    391 5，576億円   
【18．9％】   

47，864百万ユーロ  

家族関係社会支出計  GDP比   （7兆1，317億円）  
《対》  

《3．02％》  

参考指標‘  

総人口（2003）   GDP（2003）   1人当たりGDP  

①   ②   ②÷①   

日本   1億2，769万人   493．7兆円   387万円   

フランス   6，173万人   
1兆5，852億ユーロ   2．57万ユーロ  

（236．2兆円）   （383万円）   

＜資料＞  

SociarExpenditureDatabase2007（OECD）、  

日本のGDPは国民経済計算（内閣府）、人口は平成17年国勢調  

査（総務省）、平成15年10月1日現在人口推計（総務省）  

Demographicstatjstics（Eurostat）  5   



フランスの全国家族手当金庫による家族政策の流れ   




